みよし市地域生活支援事業所指定基準
　（趣旨）
第１条　この基準は、みよし市移動支援事業等実施要綱（以下「要綱」という。）第１４条に規定する事業所の指定に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（事業所の指定等）
第２条　要綱第１４条第２項に規定する事業所の指定は、要綱第２条第１項各号に規定する事業（以下「事業」という。）ごとに行うものとする。
２　要綱第１４条第１項の申出は、みよし市地域生活支援事業者指定申請書（様式第１号）により行うものとする。ただし、要綱第２条第１項に規定する事業の申出に係る添付書類は、次に掲げる事項を記載した書類とする。
（１）申請者の定款及びその登記簿の謄本又は条例等
（２）事業所の平面図及び設備の概要
（３）管理者の経歴
（４）サービス提供責任者の経歴
（５）資格証等の写し（資格が必要な職種に限る）
（６）運営規定
（７）利用者またはその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要
（８）当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態
（９）指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由等
（10）当該申請に係る事業に係る資産の状況
（11）その他指定に関し市長が必要と認める事項
　（変更の届出等）
第３条　要綱第１４条第２項の規定により指定を受けた事業所（以下「事業所」という。）は、次に掲げる事項に変更があったときは、変更届出書（様式第２号）を提出しなければならない。
（１）事業所の名称
（２）事業所の所在地
（３）申請者（設置者）の名称
（４）主たる事務所の所在地
（５）代表者の氏名及び住所
（６）定款・寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）
（７）事業所（施設）の平面図及び設備の概要
（８）事業所（施設）の管理者の氏名及び住所
（９）事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所
（10）主たる対象者
（11）運営規程
（12）当該申請に係る事業の開始予定年月日
２　要綱第１４条第２項により指定を受けた事業所が、事業を廃止し、休止し又は再開しようとするときは、廃止・休止・再開届出書（様式第３号）を提出しなければならない。
　（指定の基準）
第４条　実施要綱第１４条第１項に定める事業所の指定の基準のうち、地域生活支援事業の種別に関する基準は、別表第１に定めるとおりとする。
２　要綱第１４条第１項に定める事業所の指定の基準のうち、資格要件、人員、設備等に関する基準は次に定めるとおりとする。
（１）移動支援事業に従事する者の資格要件に関する基準は、別表第２に定めるとおりとする。
（２）日中一時支援事業の人員及び運営に関する基準は、別表第３に定めるとおりとする。
（３）地域活動支援センター事業を行う地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準は、平成18年9月29日厚生労働省令第175号「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準」に定めるとおりとする。
（４）訪問入浴サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準は、平成11年3月31日厚生省令第37号「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第３章訪問入浴介護」に定めるとおりとする。
３　前項において、定員による職員配置が定められている指定障がい福祉サービス事業については、指定を受けようとする事業の利用者数を指定障がい福祉サービスの利用定員に合算しても、厚生労働省令第１７１号「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」に定める人員の基準を満たしていなければならない。
（委任）
第５条　この基準に定めるもののほか、事業所の指定に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この基準は、平成28年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。
（準備行為）
２　この規準を施行するために必要な準備行為は、この基準の施行日前においても行うことができる。
附　則（令和元年９月30日）
この基準は、令和元年10月１日から施行する。
附　則（令和３年４月１日）
（施行期日）
１　この基準は、令和３年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この基準の施行の際現に改正前のみよし市地域生活支援事業所指定基準の規定に基づいて作成されているみよし市地域生活支援事業者指定申請書その他の用紙は、改正後のみよし市地域生活支援事業所指定基準の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。
	事業者の区分
実施する事業
	都道府県から指定障がい福祉サービス事業者として指定されている事業所がサービス事業所を併設して事業を行う場合
	都道府県から指定障がい者支援施設等事業者として指定されている施設がサービス事業所を併設して事業を行う場合
	都道府県から指定障がい福祉サービス事業者として指定されていない事業所が事業を行う場合
	都道府県から指定訪問入浴介護事業所として指定されている事業所が事業を行う場合

	
	指定居宅介護又は指定重度訪問介護、
指定同行援護
の指定あり
	指定短期入所
の指定あり
	指定生活介護又は指定就労継続支援、指定就労移行支援
の指定あり
	指定放課後等
デイサービス
の指定あり
	
	
	

	移動支援事業
	指定可
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	生活サポート事業
	指定可
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	地域活動
支援センター事業
	－
	－
	指定可
	－
	指定可
	＊応相談
	－

	日中一時支援事業
	－
	指定可
	指定可
	指定可
	指定可
	＊応相談
	－

	訪問入浴サービス事業
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	指定可


別表第１　事業の種別に関する基準（第４条関係）

別表第２　移動支援事業に従事する者の資格要件に関する基準（第４条関係）
	移動支援事業に従事する者は、次に掲げる資格要件のいずれかに該当する者でなければならない。
１ 介護福祉士
２ 移動支援従業者養成研修修了者（全身性・視覚・知的・精神）
　 ただし、訪問介護員の資格がなく、移動支援従業者養成研修の修了資格のみの者は、その資格対象となる障がい者に対するサービス提供に限り従事可とする。
３ 訪問介護員養成研修１級課程修了者・看護師・准看護師
４ 訪問介護員養成研修２級課程修了者
５ 介護職員初任者研修修了者


別表３　日中一時支援事業の人員及び設備に関する基準（第４条関係）
	厚生労働省令第１７１号「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」のうち、人員及び設備に関する基準の一部を次のように変更して準用する。
１　人員に関する基準
日中一時支援事業を行う事業所に置くべき従業者及びその員数は次のとおりとする。
①生活支援員
②生活支援員の総数は、サービスを提供している時間帯において、他事業と併設の場合は、当該施設及び日中一時支援事業の利用者の総数を当該施設の利用者数とみなして必要とされる数以上とし、単独設置の場合は、常勤換算方法で利用者5名に対し1名以上とする
２　設備に関する基準
日中一時支援事業を行う事業所は、訓練・作業・活動室、相談室、洗面所、便所、多目的室その他運営に必要な設備を設けなければならない。
（１）設備の基準は次のとおりとする。
ア　訓練・作業・活動室　訓練、作業又は創作的活動に支障のない広さを有し、必要な機械器具等を備えること
イ　相談室　室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けること
ウ　洗面所　利用者の特性に応じたものであること
エ　便所　利用者の特性に応じたものであること
（２）相談室及び多目的室は、利用者の支援に支障がない場合は、兼用することができる。
（３）利用者の支援に支障がない場合は、他の事業と兼用することができる。


様式第１号（第２条関係）
　　年　　月　　日
みよし市地域生活支援事業所指定申請書
みよし市長　様
	申請者
	所在地
	

	（設置者）
	名　称
	

	
	代表者
	印


　みよし市地域生活支援事業実施要綱第２条第１項に規定する地域生活支援事業所として指定を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
	
	フリガナ
	

	
	名　　称
	

	
	主たる事務所の
所在地
	（郵便番号　　　　－　　　　　）

	
	
	　　　　　県　　　　　郡・市

	
	法人である場合
その種別
	
	法人所轄庁
	

	
	連絡先
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	代表者の職・氏名
	職　　名
	
	フリガナ
	

	
	
	
	
	氏名
	

	
	代表者の住所
	（郵便番号　　　　－　　　　　）
　　　　　県　　　　　郡・市

	
	フリガナ
	

	
	名　　称
	

	
	事業所の所在地
	（郵便番号　　　　－　　　　　）
　　　　　県　　　　　郡・市

	
	同一所在地において行う事業の種類
	実施事業
	指定申請をする事業等の事業開始予定年月日
	実施事業
	指定を受けている事業等の指定年月日
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所番号
	地域生活支援事業所として既に指定を受けている場合

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	添付書類
	都道府県に申請した書類の写し及び指定通知の写し


記載上の注意
１　　「受付番号」欄には記載しないでください。
２　　「法人である場合その種別」欄には、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」「株式会社」「有限会社」等の別を記載してください。
３　　「法人所轄庁」欄には、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。　
４　　「同一所在地において行う事業等の種類」欄には、今回申請をするもの及び既に指定を受けているものについて事業の種類を記載し、該当する欄には「○」を記載してください。　　
５　　「事業所番号」欄には、地域生活支援事業所として既に指定を受け、番号が付番されている場合に、その事業
所番号を記載してください。複数の番号を有する場合には、適宜様式を補正して、その全てを記載してください。
様式第２号（第３条関係）
年　　月　　日
変更届出書
みよし市長　様
	申請者
	所在地
	

	（設置者）
	名　称
	

	
	代表者
	印


次のとおり指定を受けた内容について変更がありましたので届け出ます。
	
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	指定内容を変更した事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	サービスの種類
	

	変更があった事項
	変更の内容

	1
	事業所名称の変更
	（変更前）

	2
	事業所の所在地
	

	3
	申請者（設置者）の名称
	

	4
	主たる事務所の所在地
	

	5
	代表者の氏名及び住所
	

	6
	定款・寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）
	

	7
	事業所（施設）の平面図及び設備の概要
	

	8
	事業所（施設）の管理者の氏名及び住所
	（変更後）

	9
	事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所
	

	10
	事業所のサービス管理責任者の氏名及び住所
	

	11
	主たる対象者
	

	12
	運営規程（従業者の員数、利用定員、営業時間、サービスの提供範囲等、運営規定に記載することとなっている内容の変更）
	

	13
	地域生活支援事業費等の請求に関する事項
	

	14
	当該申請に係る事業の開始予定年月日
	

	添付書類
	都道府県に変更を届ける際に添付した書類の写し



様式第３号（第３条関係）
年　　月　　日
廃止・休止・再開届出書
みよし市長　様
	申請者
	所在地
	

	（設置者）
	名　称
	

	
	代表者
	印


次のとおり事業を廃止（休止・再開）しましたので届け出ます。
	
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	廃止（休止・再開）した事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	廃止（休止・再開）した年月日
	　　　　年　　月　　日

	廃止（休止・再開）した理由
	

	現に地域生活支援事業によるサービス
を受けていた者に対する措置
（※廃止・休止した場合のみ）
	

	休止予定期間
	　　年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日


（注）１　事業の再開に係る届出にあって、当該事業に係る従業者の勤務体制及び勤務形態が休止前と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表等、県に提出した書類の写しを添付してください。
２　廃止・休止・再開の日から１０日以内に届け出てください。
申請者（設置者）





地域生活支援事業





指定を受けようとする事業所の種類





備考　１　変更があった事項については、該当する項目番号に○を付してください。


２　変更の日から１０日以内に届け出てください。








